
第 53 期　決　算　公　告

貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

(単位：百万円)

科　目 金　額 科　目 金　額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

123,584  60,211  

現 金 及 び 預 金 448  15,452  

受 取 手 形 8  1  

電 子 記 録 債 権 491  6,062  

売 掛 金 34,961  11,566  

契 約 資 産 4,012  2,040  

商 品 及 び 製 品 839  3,678  

仕 掛 品 2,795  20,886  

前 渡 金 17,291  367  

預 け 金 61,591  105  

そ の 他 1,143  48  

53,677  

2,038  10,894  

建 物 1,473  0  

工具、器具及び備品 563  9,493  

リ ー ス 資 産 1  1,401  

6,954  71,106  

ソ フ ト ウ ェ ア 4,618  

ソフトウェア仮勘定 2,332  

そ の 他 3  （純 資 産 の 部）

44,685  103,298  

投 資 有 価 証 券 5,800  20,000  

関 係 会 社 株 式 27,005  21,797  

関 係 会 社 出 資 金 359  5,000  

長 期 貸 付 金 1  16,797  

長 期 前 払 費 用 502  61,501  

前 払 年 金 費 用 4,169  61,501  

敷 金 及 び 保 証 金 338  繰 越 利 益 剰 余 金 61,501  

繰 延 税 金 資 産 5,671  2,856  

そ の 他 920  2,856  

貸 倒 引 当 金 △ 85  106,155  

177,261  177,261  

2023年６月15日

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 産 合 計

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

利 益 剰 余 金

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

資 本 金

そ の 他

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

負 債 合 計

流 動 資 産 流 動 負 債

買 掛 金

未 払 費 用

契 約 負 債

未 払 金

リ ー ス 債 務

プログラム補修引当金

固 定 資 産

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

受 注 損 失 引 当 金

預 り 金

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債有 形 固 定 資 産

リ ー ス 債 務

プログラム補修引当金貸 倒 引 当 金退 職 給 付 引 当 金役員退職慰労引当金貸 倒 引 当 金

東京都品川区東品川四丁目12番７号

株式会社日立ソリューションズ
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損　益　計　算　書
自 2022年４月１日

至 2023年３月31日

(単位：百万円)

科　　　　　　目 金　　　　　　額

184,720

130,444

売 上 総 利 益 54,276

32,098

営 業 利 益 22,177

4,635

322 4,958

621

52

468 1,142

経 常 利 益 25,993

25,993

6,008

△ 258 5,750

20,243

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

雑 収 入

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 損 失

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

減 損 損 失

固 定 資 産 処 分 損

( )

― 2 ―



株主資本等変動計算書
自 2022年４月１日

至 2023年３月31日

(単位：百万円)

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

当期首残高 20,000 5,000 16,797 21,797 54,316 54,316 96,113

当期中の変動額

剰余金の配当 △13,057 △13,057 △13,057

当期純利益 20,243 20,243 20,243

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

当期中の変動額 合計 ─ ─ ─ ─ 7,185 7,185 7,185

当期末残高 20,000 5,000 16,797 21,797 61,501 61,501 103,298

株　主　資　本

資本金 資本剰余金
合計

資本準備金

資本剰余金

株主資本
合計利益剰余金

合計

利益剰余金

その他資本
剰余金

百万円

( )

(単位：百万円)

当期首残高 3,351 3,351 99,465

当期中の変動額

剰余金の配当 △13,057

当期純利益 20,243

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額） △494 △494 △494

当期中の変動額 合計 △494 △494 6,690

当期末残高 2,856 2,856 106,155

純資産合計

評価・換算差額等

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

百万円
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　　　その他有価証券

　　　　市場価格のない株式等以外 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

　　　のもの より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

　(2) デリバティブ 時価法

　(3) 棚卸資産

　　　商品及び製品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定

　　　仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定

２．固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産 定額法

　　　（リース資産を除く）

　(2) 無形固定資産 定額法

　　　（リース資産を除く） なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売期間(３年以内)

 　　　　　　　　　　　　　　　　　 における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存販売期間に基づく

 　　　　　　　　　　　　　　　　　 均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法、自社利用のソフ

 　　　　　　　　　　　　　　　　　 トウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

 　　　　　　　　　　　　　　　　　 によっております。

　(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

 　　　　　　　　　　　　　　　　　 す。

３．引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金 営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 受注損失引当金 ソフトウェア・サービスの請負契約に基づく開発のうち、当事業年度末で

将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能な

ものについては、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額を計上してお

ります。

　(3) プログラム補修引当金 プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績率に基づく将

来発生見込額を計上しております。

　(4) 訴訟損失引当金 係争中の訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失

を見積り、事業年度末において必要と認められる金額を計上しております。

　(5) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期

　間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤

　務期間以内の一定年数（13年～19年）による定額法により、翌事業年度

　から費用処理することとしております。

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期

　間以内の一定年数（18年）による定額法により費用処理しております。
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４．収益及び費用の計上基準

　　当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

　　　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　　　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　　　ステップ３：取引価格を算定する。

　　　ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

　　　ステップ５：履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識する。

　　当社では、システム構築事業、サービス事業、プロダクト＆パッケージ事業及び情報処理機器事業を行って

　おります。システム構築事業では、コンサルティング、ソフトウェアの受託開発及び運用するために必要なシ

　ステムエンジニアリングの提供を行っております。サービス事業では、クラウドサービス、サブスクリプ

　ション、BPO及び保守サービスの提供を行っております。プロダクト＆パッケージ事業では、各種ソフトウェ

　アプロダクト及びパッケージの販売を行っております。情報処理機器事業では、情報処理機器及びソフトウェ

　アを組み合わせた情報処理システムの販売を行っております。

　　システム構築事業やサービス事業は、一定期間に亘り履行義務が充足されます。このため、発生原価もしく

　はサービス提供期間等によって測定された進捗度を用いて、サービス提供期間に亘り収益を認識しております。

　プロダクト＆パッケージ事業や情報処理機器事業は、これらの製品が顧客に引き渡された時点に履行義務が充

　足されるため、製品が顧客に引き渡された時点で収益を認識しております。

　　取引価格は、製品またはサービスを顧客に提供することにより、当社が権利を得ると見込む対価に基づいて

　測定しており、値引き等は認識した収益の累計額の重大な戻入が生じない可能性が非常に高い範囲で収益を認

　識しております。対価の支払条件は、通常、製品またはサービスを顧客に提供した後、短期間で支払期日が到

　来し、契約には重要な金融要素は含まれておりません。

　　各事業における製品やサービスは、顧客の要望に応じて組み合わせて顧客に提供する取引も存在しておりま

　す。このような取引は、関連する契約を結合したうえで履行義務を特定し、特定した履行義務に取引価格を独

　立販売価格に基づき配分しています。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　  ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段･･･為替予約

　ヘッジ対象･･･外貨建金銭債務

③ヘッジ方針

　外貨建金銭債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保のため、

　予定取引の範囲内でヘッジを行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象と

　ヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判

　断しております。

（収益認識に関する注記）

収益の理解をするための基礎となる情報

　各事業における収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（会計上の見積りに関する注記）

１．関係会社株式の評価

　(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　関係会社株式　27,005百万円

　(2) 計算書類等の利用者の理解に資するその他の情報

　　　　関係会社株式は、株式の実質価額と取得価額とを比較し、株式の実質価額が著しく下落している場合、当該

　　　会社の事業計画に基づく業績を踏まえ回復可能性を評価しております。また、M&A等により取得した一部の関係

　　　会社株式は、実質価額に当該会社の買収時の企業価値測定において算出された超過収益力等を踏まえて評価し

　　　ております。この場合、超過収益力の毀損の有無は、事業計画の達成可能性の影響を受けます。

　　　　事業計画は、売上高成長率、営業利益率等の見積りに基づき策定しております。

　　　　当該見積りの仮定が変更された場合、翌事業年度の計算書類において、経営成績等に影響を与える可能性があ

　　　ります。

２．市場販売目的のソフトウェアの評価及び自社利用ソフトウェアの減損損失

　(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　ソフトウェア（ソフトウェア仮勘定を含む）　6,951百万円

　　　減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　621百万円

　(2) 計算書類等の利用者の理解に資するその他の情報

　　　　市場販売目的のソフトウェアの評価の基礎となる見込販売期間における見込販売収益は、直近の受注状況及び

　　　顧客の投資計画等を考慮した販売計画に基づき見積っております。

　　　　自社利用のソフトウェアの減損損失の基礎となる将来キャッシュ・フローは、直近の受注状況及び顧客の投資

　　　計画等を考慮した販売計画又は、関連する部門の売上高成長率、営業利益率等に基づき見積っております。

　　　　当該見積りの仮定が変更された場合、翌事業年度の計算書類において、経営成績等に影響を与える可能性があ

　　　ります。

３．受注損失引当金

　(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　受注損失引当金　105百万円

　(2) 計算書類等の利用者の理解に資するその他の情報

　　　　翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額は、顧客と合意した価格を考慮した工事売価総額、及び案件の仕様、

　　　工期等を考慮して、直近の委託作業費等に基づき算定した工事原価総額を用いて見積っております。

　　　　当該見積りの仮定が変更された場合、翌事業年度の計算書類において、経営成績等に影響を与える可能性があ

　　　ります。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,496百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　短期金銭債権 74,474百万円

　　短期金銭債務 8,840百万円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

　　売上高 53,490百万円

　　仕入高 18,509百万円

　　その他の営業取引高 5,941百万円

　　営業取引以外の取引高 4,459百万円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

　　普通株式 85,458千株

２．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払賞与の否認等であり、繰延税金負債の発生の主な原因

は、その他有価証券評価差額であります。

　なお、繰延税金資産から控除した評価性引当額は2,980百万円であります。

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　　当社は、資金運用については、主に日立グループ・プーリング及び安全性の高い有価証券等を対象にしておりま

　す。

　　受取手形、電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っており

　ます。また、投資有価証券のうち上場株式等については、四半期ごとに時価の把握を行っております。

　　デリバティブは、取引権限を定めた社内規定に従って行っており、またデリバティブの利用にあたっては、信用

　リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　　2023年３月31日(期末日)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　　現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、預け金並びに買掛金は短期間で決済されるため、時価が帳簿

　価額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。

　(注)１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　　　(1) 投資有価証券

　　　　　これらの時価について、上場株式は取引所の価格によっております。

　　　２．市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、上表には含めておりません。

株式の種類 配当金の総額 基準日 効力発生日

2022年６月16日

株主総会

2022年10月21日

取締役会

13,057百万円　

決議

普通株式

5,546百万円　

計

2022年6月30日

2022年9月30日 2022年12月1日

2022年3月31日

普通株式

7,511百万円　

(単位：百万円)

科　目
貸借対照表
計上額

時価 差額

 (1) 投資有価証券

　 　その他有価証券 3,874　 3,874　 ─　

(単位：百万円)

科　目
貸借対照表
計上額

 非上場株式 1,926　

 関係会社株式 27,005　

株式の種類 配当金の原資 配当金の総額 基準日 効力発生日

2023年６月15日

株主総会

(注)特別配当300億円を含んでおります。

2023年3月31日

決議

普通株式 2023年6月30日利益剰余金
38,935百万円

(注)
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１．情報システム・ソフトウェアの開発等、電子計算機等の仕入等については、価格交渉により決定しており

　　　　ます。

　　２．日立グループ・プーリングの取引金額については、預入額と払出額の純額で記載しております。また、利

　　　　率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。

　　３．グループ通算制度に関する債務の支払予定額であります。

２．子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)情報システム・ソフトウェアの開発委託等については、価格交渉により決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

（その他の注記）

　　記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

1,242円20銭

236円88銭

(単位：百万円)

種類
会社等の

名称
議決権等の
被所有割合

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

日立グループ・プー
リング (注)2

3,805  

受取利息 (注)2 39  

関連当事者との関係

親会社 ㈱日立製作所
(被所有)
直接 100%

情報システム・ソフ
トウェアの開発等及
び販売用電子計算機
等の仕入等

売掛金 11,571  

預け金 61,591  

グループ通算制度に
伴う支払予定額
(注)3

2,878  未払金 2,878  

情報システム・ソフ
トウェアの開発等
(注)1

50,362  

電子計算機等の仕入
等 (注)1

4,236  買掛金 1,027  

(単位：百万円)

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有割合

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
㈱日立ソリュー
ションズ・クリエイ
ト

直接 100%
情報システム・ソフ
トウェアの開発委託
等 (注)

9,546  買掛金 1,986  

関連当事者との関係

情報システム・ソフ
トウェアの開発委託
等
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